













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































子供ができるまで　13 ?? まで 11
就職先がみつかるまで 9 　／??
?
今の仕事が終わるまで　2
／ 1／ 「
／
／
「
　－　！一
一
　　　　　　　　　　　ノ麟獲翻二二鑑灘掛・
旨標の金額が貯まるまで　3
　　　　　；
事務処理業の派遣的
女子労働者
図Aに同じ，27頁より。
a3）適用対象業務は，「労働者派遣事業の適性な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する
　法律施行令」（政令九五号）の第二条において，次のように定められている。
　一一電子計算機を使用することにより機能するシステムの設計若しくは保守（これらに先行し，後続し，
　　その他これらに関連して行う分析を含む。）又はプログラム（電子計算機に対する指令であって，一
　　の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）の設計，作成若しくは保守の業務
　二　電子計算機タイプライター，テレックス又はこれらに準ずる事務用機器の操作の業務
　三　通訳，翻訳又は記速の業務
　四　法人の代表者その他の事業運営上の重要な決定を行い，又はその決定に参画する管理的地位にある
　　者の秘書の業務
　五文書，磁気テープ等のファイリング（能率的な事務処理を図るために総合的かつ系統的な分類に従
　　ってする文書，磁気テープ等の整理（保管を含む）をいう。以下この号において同じ）に係わる分類
　　の作成又はファイリングの業務
　六　新商品の開発，販売計画の作成等に必要な基礎資料を得るためにする市場等に関する調査又は当該
　　調査の結果の整理若しくは分析の業務
　七　貸借対照表，損益計算書等の財務に関する書類の作成その他財務の処理の業務
　八　外国貿易その他の対外取引に関する文書又は商品の売買その他の国内取引に係る契約書，貨物引換
　　書，船荷証券若しくはこれらに準ずる国内取引に関する文書の作成（港湾運送事業法第二条第一項第
　　一号に掲げる行為に附帯して行うもの及び通関業法第二条第一号に規定する通関業務として行われる
　　同号ロに規定する通関書類の作成を除く）の業務
　九電子計算機自動車その他その用途に応じて的確な操作をするためには高度の専門的な知識，技術
　　又は経験を必要とする機械の性能，操作方法等に関する紹介及び説明の業務
　十　旅行業法第一二条の一一第一項に規定する旅程管理業務（旅行者に同行して行うものに限る。），当
46
　　該旅程管理業務に付随して行う旅行者の便宜となるサービスの提供の業務（車両，船舶又は航空機内
　　において行う案内の業務を除く）又は空港に設けられた建築物内において行う旅行者に対する送迎サ
　　ービスの提供の業務
　コ　建築物における清掃の業務
　三　建築設備（建築基準法第二条第三号に規定する建築設備をいう。次号において同じ）の運転点検
　　又は整備の業務（法令に基づき行う点検及び整備の業務を除く）
　≡：建築物における来訪者の受付又は案内の業務建築物に設けられ，又はこれに附属する駐車場の管
　　理の業務その他建築物に出入りし，勤務し，又は居住する者の便宜を図るために当該建築物に設けら
　　れた設備（建築設備を除く）であって当該建築物の使用が効率的に行われることを目的とするものの
　　維持管理の業務（第一一号に掲げる業務を除く）
⑯　「派遣ホットライン情報　派遣労働者の権利と地位向上にむけて」No．・1，派遣労働者トラブルホット
　ライン　1987年9月20日発行。
as）「同上」4頁。および『ニューワーカーとゼネラルユニオンー労働がかわる，組合がかわる一』
　関東一般合同労組（周辺労働者センター）1987年9月1目，10－11頁。
⑯　それらの個別情報は，調査報告書「テンポラリーワーカーのライフスタイルー事務処理サt一’一ビス業
　の場合一」（昭和60年度研究奨励金交付に伴う研究成果報告書として，1987年3．月に城西大学学長に
　提出）に記述している。
G7）本稿で用いている「常勤職」とは，フルタイムで正社員として位置づけられた立場をいう。
as）その募集条件には，「短大卒以上，39歳未満」というのがあり，本社直採用であり，基本給が保障さ
　れている。その後，新卒者対象の同種の専門職も設けられた。
参考文献
。小井土有治『人材派遣業法一雇用新時代の到来』税務経理協会，昭和60年。
o『ジュリストsNo．831（労働者派遣事業法二化の検討）有斐閣　1985年。
o現代フリーワーク研究会編著『人材派遣　法律と派遣ビジネスの実際』有斐閣ビジネス
。『パーソナルー働く女性の情報誌sNo．57，　No．58，　No．64，日経ホーム出版社。
1986年。
＊本稿における事例調査は，城西大学「昭和60年度研究奨励金」の交付を受けたことで可能となりまし
　た。ここに深謝いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1987年10，月）
